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◇在外公館に勤務する外務公務員の在勤基本手当
の額、在外住居手当に係る控除額及び限度額並
びに子女教育手当に係る自己負担額を定める政
令の一部を改正する政令（政令第三百三十三号）
（外務省）
１ 在外公館に勤務する外務公務員に支給する在
勤基本手当の額を改定する。（別表第一関係）
２ この政令は、令和八年十一月一日から施行し、
改正後の別表第一の規定の一部については、同
年八月一日から適用する。（附則関係）

           

◇国家社会機能継続性確保施策及び副首都の整備
に係る施策の推進に関する法律の施行期日を定
める政令（政令第三百三十四号）（内閣官房）
国家社会機能継続性確保施策及び副首都の整備
に係る施策の推進に関する法律（令和八年法律第
七十八号）の施行期日は、令和八年十月三十日と
する。

◇国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進
本部令（政令第三百三十五号）（内閣官房）
１ 事務局
 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備
推進本部（以下「本部」という。）の事務局（以
下「事務局」という。）の事務局長は、関係の
ある他の職を占める者をもって充てられるも
のとする。（第一条関係）
 事務局に、事務局次長一人を置き、事務局
次長は、関係のある他の職を占める者をもっ
て充てられるもの等とする。（第二条関係）
 事務局に、審議官一人を置き、審議官は、
関係のある他の職を占める者をもって充てら
れるもの等とする。（第三条関係）
 事務局に、参事官三人以内を置き、参事官
は、関係のある他の職を占める者をもって充
てられるもの等とする。（第四条関係）

２ 事務局長等の勤務の形態
事務局長等は、その充てられる者の占める関
係のある他の職が非常勤の職であるときは、非
常勤とする。（第五条関係）
３ 本部の組織の細目
この政令に定めるもののほか、本部の組織に
関し必要な細目は、内閣総理大臣が定める。（第
六条関係）
４ 本部の運営
本部の運営に関し必要な事項は、国家社会機
能継続性確保施策・副首都整備推進本部長が本
部に諮って定める。（第七条関係）
５ 施行期日等
 この政令は、国家社会機能継続性確保施策
及び副首都の整備に係る施策の推進に関する
法律（令和八年法律第七十八号）の施行の日
（令和八年十月三十日）から施行する。（附則
第一項関係）
 関係政令について所要の改正を行うものと
する。（附則第二項及び第三項関係）

◇経済施策を一体的に講ずることによる安全保障
の確保の推進に関する法律施行令の一部を改正
する政令（政令第三百三十六号）（内閣府本府）
１ 経済施策を一体的に講ずることによる安全保
障の確保の推進に関する法律第七条の規定に基
づき、特定重要物資として、体外式膜型人工肺
を新たに指定する。（本則関係）
２ この政令は、公布の日から施行する。（附則関
係）

在 外 公 館 に 勤 務 す る 外 務 公 務 員 の 在 勤 基 本 手 当 の 額 、 在 外 住 居 手 当 に 係 る 控 除 額 及 び 限 度 額 並 び に

子 女 教 育 手 当 に 係 る 自 己 負 担 額 を 定 め る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 を こ こ に 公 布 す る 。

御 名 御 璽

令 和 八 年 十 月 二 十 八 日

内 閣 総 理 大 臣 高 市 早 苗

政 令 第 三 百 三 十 三 号

在 外 公 館 に 勤 務 す る 外 務 公 務 員 の 在 勤 基 本 手 当 の 額 、 在 外 住 居 手 当 に 係 る 控 除 額 及 び 限 度 額 並

び に 子 女 教 育 手 当 に 係 る 自 己 負 担 額 を 定 め る 政 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令

内 閣 は 、 在 外 公 館 の 名 称 及 び 位 置 並 び に 在 外 公 館 に 勤 務 す る 外 務 公 務 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 （ 昭 和

二 十 七 年 法 律 第 九 十 三 号 ） 第 十 一 条 の 規 定 に 基 づ き 、 こ の 政 令 を 制 定 す る 。

在 外 公 館 に 勤 務 す る 外 務 公 務 員 の 在 勤 基 本 手 当 の 額 、 在 外 住 居 手 当 に 係 る 控 除 額 及 び 限 度 額 並 び に

子 女 教 育 手 当 に 係 る 自 己 負 担 額 を 定 め る 政 令 （ 昭 和 四 十 九 年 政 令 第 百 七 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。
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